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１　はじめに�

　本稿の目的は，教育行政専門職を軸とした，教育自治を構築するシステムとしての教育委

員会制度の意義と可能性を示す研究の一環として，教育委員会制度をめぐる議論を中心に現

代教育改革の課題を整理することである。そして，国，地方公共団体，教育委員会，学校，

教職員，保護者，地域住民，または学習者等の各アクターが，公教育事業にどのように関与

するのか，換言すれば，教育自治を考察するための枠組みを設定する。�

�　「教育基本法」（２００６）の成立に伴い，中教審答申「教育基本法の改正を受けて緊急に必

要とされる教育制度の改正について」（２００７．３．１０）を受け，「地方教育行政の組織及

び運営に関する法律」の改正（２００７．６．２０）が行われた。ここでは，教育委員が地方教

育行政の運営について負う重要な責任を自覚すること（第１１条６項），教育委員会が行う事

務事項についての点検及び評価を行い，報告書を議会へ提出すること（第２７条）など，教育

委員会の責任体制の明確化が図られた。また，市町村に指導主事を置くよう努めること（第

１９条２項），近隣の市町村との教育委員会の共同設置や連携を進めること（第５５条の２）

など，体制の充実が目指されている。さらに，教育委員数の弾力化が可能となったこと（第

３条），教育長に委任することができない事務が明記されたことで，教育委員会との職務の
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分担がなされたこと（第２６条２項）など，教育の地方分権が推進されようとしている。ただ

し第１条の２では，地方教育行政が「教育基本法」（２００６）の趣旨にのっとり行われること

が示されており，「教育振興基本計画」のあり方が今後の地方教育行政の運営を左右する構

造になっている。この改正により教育長や指導主事には，中央の「教育振興基本計画」の内

容について，国家として保障するべき領域をふまえた上で，地域にある教育資源を活かして

具体的な教育実践を構想し計画する専門的力量がより一層求められることとなる。ここでい

う専門的力量とは，個々の学校現場の実情を把握し，かつ，必要な条件整備を行うための教

育行政に特有の専門的知識・技術である。そのため本稿では，教育長や指導主事ら，専門的

知識・技術を有して地域の教育を創り上げる活動に従事するものを，専門性を要する教職員

の中でもとくに教育行政専門職者とよぶこととする。そして，教育行政専門職が教育自治を

創出するうえで果たすべき役割について，教育委員会制度を構築する諸原理に照らしてみて

いくこととする。�

�　近年，教育委員会制度については，その存廃をも含めた議論が交わされている。２００７年２

月１５日の「教育委員会制度の抜本的見直しに関する規制改革会議の見解」では，教育行政執

行組織の外部にいる「素人」統制という制度理念の再確認が必須であるとし，学校・教員・

教育委員会の外部評価委員会を設置するにあたっては，児童生徒・保護者の参画が不可欠で

あるとした。さらに，児童生徒・保護者の権利・利益を保護する観点から，非常時対応とし

ての国による教育委員会への指揮監督を可能とする必要性についても述べられている。そして，

今後の具体的な改革案の策定・実行に当たって，教育の提供側からの視点ではなく，教育の

受益者たる「学習者＝児童生徒・保護者」の視点に立ち，教育委員会制度の必置規制の可否

を含めた抜本的見直しを図るべきだとしている。ここでの抜本的な見直しとは，学習者及び

住民の期待や意見に対して「明確な権限と責任に基づいて対応できる体制を整える」ことで

あり，そのために，「首長の下で教育行政を行うこと等について積極的に検討を進めること

が必要」とされている１。２０００年以降の地方分権改革の推進と住民自治の拡大は，開かれた

教育行政を強く要求し，選挙による政治的な正統性を有する首長が，教育行政の責任を負う

構造が提唱されている。しかし，教育行政の執行に当たっては，高度な専門的力量が要求さ

れる。つまり，教育行政機構改革において問われるべきは，教育行政専門職の専門性と住民

代表性である。�

�　民主主義社会における教育という営みは，国家による教育の機会均等の保障と，住民によ

る教育の地方自治を同時に要求する。そのため，制度が導入されて以来，国と都道府県およ

び市町村，教育委員会と教育行政専門職の事務配分に関して，換言すれば，誰がどのような

プロセスを経て教育行政を担っていくべきなのかは，今日に至るまでの幾度もの制度改革を

経てなお問われ続けている課題である。そこで教育委員会制度，とくに教育行政の運営にお

ける教育委員会の役割と首長のリーダーシップ，その両者を支える教育長や指導主事の専門

性について，先行研究を整理し，あらためて教育行政の民衆統制と専門職のリーダーシップ

を両輪とする教育自治の構築へ向けての枠組みを検討する必要がある。�
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�
２　行政委員会としての教育委員会と教育権の確立論�
　
わが国の教育行政は，戦前の中央集権的なシステムへの反省から，「教育委員会法」（１９４

８．７．１５）による教育行政の民衆統制と，教育行政専門職者による指導行政という二つの

原理を導入した。第一次米国教育使節団報告書における教育行政に関する勧告について，宗

像誠也は，教育に関する意思決定の主体が人民自身であること，教育行政は一般行政から独

立すべきこと，教育の地方分権が行われなければならないことの三つの原則に帰するとして

いる２。宗像は，人民自身が教育に関する意志決定の主体であることを，三つの原則の中でも

「第一原則たる地位を占める」としている。さらに鈴木英一は，「教育基本法」（１９４７）第

１０条との関わりで教育行政の民衆統制を重要なものと捉え，教育委員の公選制について，議

会制民主主義とは別に，住民の意思を直接反映させられるルートを確保していたと指摘して

いる３。�

�　古野博明は，憲法制定と同時期に進められていた「教育基本法」「学校教育法」「教育委

員会法」の立法作業当時文相であった田中耕太郎の発言に注目しながら，「田中二郎氏旧蔵

教育関係文書」に収められている「学校教育法要項（昭二一，六，一九）」の存在を指摘し

ている。古野は要項の内容について，「従前の各学校令を単一の法典にまとめて規定しよう

とする趣旨をあきらかにし」，「小学校から大学に至る学校教育の機構全体をその行政的な

編成を含めて規定しようとする意図を窺うことができる」としている４。ただし古野は，この

時点での法案は，「義務教育については教科の大要を本法に明記すること」「義務教育に関

しては国定教科書を使用すること」など，かなり「統制色の濃い学校制度論を用意して」おり，

このことから，田中耕太郎の提唱する教育権独立論が，「中央統制的な義務教育機構を改革

する牙をひとつももっていなかったことに留意すべき」だとしている。このため，この法案

が作成された時点では，後の「教育基本法」（１９４７）につながる構想は存在しなかったとし

ている。ところで，この法案においては教育委員会についても，「文部大臣又は学区庁長官

の諮問機関として中央及地方に常設すること」とされており，具体的な組織形態については「別

に定むる」とされているが，少なくとも教育刷新委員会での議論が開始される１９４６年８月下

旬までの文部省独自の教育改革案には，住民代表から成る教育委員会を設置する構想はみら

れない５。�

�　ＣＩ＆Ｅ教育課では「報告書」の提出後の１９４６年４月２４日，分権化委員会（ｔｈｅ Ｃｏｍｍｉｔｔｅ

ｅ ｏｎ Ｄｅｃｅｎｔｒａｌｉｚａｔｉｏｎ）が設置され，教育全体にわたる教育分権化政策の調査・研究が着手

されたことが指摘されている６。ここでは，教育行政の民衆統制を基本理念とした研究が進め

られ，具体的な公選制教育委員会の構想も１１月の時点で確定され，教育刷新委員会の議論に

も影響を与えたとみられている７。教育刷新委員会の議論では，教育権確立のために教育行政

は内務行政の支配を受けないようにし，民間の自治的な組織にゆだねることを基本的な考え

方とした。こうした各アクターの改革意図と，実際に作成されていく法案のなかにどのよう

に盛り込まれ，あるいは盛り込まれなかったか，丁寧に整理することも必要な作業である。�

�　一方で，住民代表たる教育委員に指導・助言を通じて，地域の教育行政を担う専門的職員

として教育行政専門職者が置かれた。こうした「教育委員会法」下の制度の特徴について，

中島茂樹は，レイマン・コントロールとプロフェッショナル・リーダーシップの統一をはか

ったこと，財政面から地方公共団体の長に対する独立性を担保したこと，文部省の教育委員
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会にたいする指揮監督権がないことを挙げている８。�

　また教育委員会は行政委員会としての機能，すなわち準立法的権限及び準司法的権限を有

する合議制の機関とされている。三上昭彦は，戦後初期の公選制教育委員会が，以下の諸点

からきわめてユニークな行政委員会であると評している９。それは第一に，所掌する事務が人

権と人間形成に深くかかわる領域を対象とするため，民主制と専門性を同時に要請され，さ

らに日常的で長期にわたる継続性をも要請されていることで，第二には，議会選出を除いた

委員がすべて公選であり，会議が原則として公開とされていること，第三に，高い専門性を

有する教育行政専門職としての教育長が存在し，教育委員会と教育長の一体的協働関係が要

請されること，第四に，文部省－都道府県教委－市町村教委が法制上は対等とされ，専門的

技術的な指導助言関係に置かれ，また教育委員会が首長部局に対しても自主性・自律性をも

つものとされたことである。つまり，教育行政の民主化と地方分権化の実現が図られるため

には，あわせて教育行政の専門性を有する常設の事務局を必要とし，その事務局の長として

教育長が置かれ，人権や人間形成にかかわる領域を保障していくために，一般行政から独立

した権限をもつ形態の組織として機能していくことが，戦後初期の教育委員会制度に求めら

れたのである。�

�　伊藤正次は，行政委員会制度を分析する視点として，それらを取り巻くシステムと，同時

にそれが包含する個別の組織体との構造化された関係において捉えることが不可欠であると

している１０。これを教育行政にあてはめて考えると，教育委員会制度を，教育委員会と地方

政府，その他の関連組織との構造化された関係において捉える視点が必要となる。そして，

伊藤は教育委員会制度について次のような問題提起をしている。第一に，教育長兼任者を含

む教育委員の任命には議会の同意が必要であり，教育委員会が政治的に無色透明であるとは

いえず，政治的中立性の確保は，教育委員会必置の根拠にはならないとする。第二に，住民

代表機関としての首長や議会から独立している教育委員会は，有権者に対するアカウンタビ

リティを十分に果たし得る主体とはいえず，教育に対する首長の政治的責任を認め，教育サ

ービスの直接的な供給機関である学校等の教育責任を明確にする制度設計を行うべきだとする。

第三に，首長のもとへ教育行政を一元化させることに対する反論として，自治体行政権力の

分散化・多元化が必要であるとの見解があるが，福祉行政，環境行政とは別に教育行政のみ

首長権力から隔離することの必要性に疑問があること，また首長の権力を監視・牽制する役

割を担っている議会の存在があることを挙げている。そして，教育長・教育委員の公募制や，

委員定数の弾力化などを図ることは，自治体が教育ガバナンスのあり方を政治的に選択する

ことであり，教育委員会必置制の維持に固執することの論拠は失われるとする１１。なお，教

育行政の執行責任者たる教育長が，議会の任命同意を受ける教育委員兼任となっていること

については，教育長の専任化を図るべきだとしている１２。�

�　志木市長であった穂坂邦夫は，制度のねらいである政治的中立性や教育行政の専門性の確

保に理解を示しつつも，実際の教育委員会が，事務局からの提案を追随し承認するだけにな

っていることを問題視する。そこで，国の関与を教育水準の維持と無償制による教育の機会

均等保障に限定し，市町村教育委員会の裁量拡大と自主権の確立が必要だとする１３。このよ

うな，教育委員会制度を全面的に否定するのではなく，教育委員会を設置するかどうかを自

治体の判断に委ねるべきだとする任意設置論には，現行の教育委員会制度が形骸化してきて

いることへの批判が含まれており，教育自治を高めるためには，これらの課題にこたえてい
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�
く必要がある。たとえば，教育行政が一般行政から独立していることは，他の行政領域との

関わりを一切もたないということではなく，それぞれの領域の専門性を尊重し，地域の子育

て教育に関するネットワークを構築していく実践的課題である。また，教育アカウンタビリ

ティの特殊性に鑑みれば，専門的知識・技術を有する教育行政専門職が，保護者・地域住民

のニーズを把握し，ともに地域の教育を創り上げるパートナーとなることにより，教育自治

を強めることが可能となる。�

�

�
３　教育の地方分権化と教育計画�

　三羽光彦は六・三・三制を学校制度と教育行政制度の統一的システムとして把握し，戦後

学制改革が教育の機会均等と地方分権化の双方を，同時的に実現することにあったと主張し

ている１４。また，「学校教育法」は，単線型の学校体系を準備することで教育の機会均等を

保障するのみならず，地方の実情に応じた教育が行えるよう，主に教育課程編成に関して，

教育分権化構想の実現を前提として制定されたとしている。そして，新しい学制を準備する

ために都道府県，郡，市町村に設置された「新学制実施準備協議会」が，教育者と同数の地

域住民で構成される組織であったことを指摘し，三羽はこの協議会を，「後の公選制教育委

員会制度の先駆的機構」として位置づけている１５。加えて三羽は，岐阜県における協議会の

設置状況が，「市町村から郡そして県段階へと下から委員を選出する積み上げ方式で設置」

されており，同じく下からの積み上げ方式で構築された六・三・三制の学校体系とあわせて，

教育の地方分権化を実現する可能性の高い存在であったとする見解は重要な指摘である。こ

うした協議会が組織されたことは，新しい学校教育を創り上げるために，地域の力を必要と

したことを示している。また，協議会の構成や実施状況は自治体ごとに様々な形態がみられ，

後に発足する教育委員会とは別のかたちで地域の教育自治を構築する可能性を有していたと

考えられ，今後，実証的な研究をしていくことが課題となる。このとき，１９５２年の市町村教

育委員会の一斉設置がもたらした結果についても十分な検証を要する。前田憲は，北海道に

おける公選期の教育委員会について，町村教育委員会の事例を中心に，教育委員選挙の概況

等を整理しながら，地域に教育委員会が設置された意義を検討し，指導行政部門，とくに指

導主事の行政活動がかなりの自由度をもって展開できるように事務局機構の改革が実施され

たことを指摘している。ここでは残された課題として，占領軍当局が道教委の行政施策にど

う係わったか検証できていないこと，都市部での教育委員会では，町村部と異なり住民の教

育的関心が間接的になるため，都市の規模に応じて，教育行政に対するどのような住民参加

構造を作り得たか，またその後の町村合併に伴う変化についての検討が必要であることを述

べており１６，本研究における分析枠組みに重要な視点を提示している。�

�　あわせて，地方の実情に応じて試行錯誤の教育行政運営が行われていたと推測される任意

設置の市町村教育委員会の実態もみていく必要がある。たとえば，山本由美は，大阪府堺市

及び兵庫県相生市の教育委員会の事例を検証し，堺市では地域産業界に寄与する独自の教育

内容行政が目指されていたこと，相生市では近畿軍政部の指導による教育委員会設置に加えて，

学校設置問題に関わって自治体側が自発的に設置を選択したプロセスを実証している１７。ま

た大矢一人は，実際には任意での市町村教育委員会は一つも設置されなかった北海道におい

ても軍政部から，市町村教育委員会の設置に「もっと関心をもつことが望ましい」とした談
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話があったことを，占領文書や当時の新聞記事等を用いながら明らかにしている１８。�

　１９７０年代以降，日本側の史料に限らず，ＧＨＱ／ＳＣＡＰや当事者たちが所有する在米史

料の収集が進んできた。このことで教育改革のみならず，さまざまな分野における占領期改

革の背景や改革過程の詳細に至るまでの研究が進められた。たとえば，ＧＨＱ等占領軍当局

の内情や，占領期改革が意図していたものなどが明らかにされてきている。ただし天川晃は，

その改革が日本にもたらした変化については，未だ十分な検証がなされておらず，今後は占

領国側の改革意図よりも日本側の受け止め方に比重をおいた，地方レベルでの占領期改革の

実態を描くことが必要だとしている。またこのとき，戦前と戦後の連続・非連続に着目する

視点を重要視する１９。�

　こうした視点から明神勲は，北海道における教員レッド・パージを詳細に検証し，実際に

追放された直接的な変化について，北教組内部の活動家を一定数失った事実と，追放された

教員数は少数ではあったが，そのことがもたらした教職員組合運動に与えた影響が大きかっ

たことを指摘している。しかし，この過程で北海道教育委員会は，占領軍から指示されたと

おりには実施せずに被追放者の削減に努め，また校長などからの追放要請を抑制するなど，

追放による被害を制限している。このことで北教組の極端な弱体化を防ぎ，北教組と道教委

の強調関係を崩さず，むしろ強化する結果となったと述べている２０。このように，改革実施

主体の受け止め方により，占領政策がもたらした変化は地域ごとに異なると考えられるため，

実証的な検証の積み重ねが必要となる。�

　また赤塚康雄は，従来の戦後教育改革研究が政策形成の解明に力点が置かれ，現実の展開

過程の追求が軽視される傾向があったとして，比較的早くから，地域から戦後教育改革の実

態を明らかにすべく，京都府相楽郡山城町及び北桑田郡美山町における新制中学校の設置を

中心として中等教育における教育の機会均等の実現過程を検証している２１。�

　ところで，１９４７年度の「学習指導要領（試案）」の序論には，以下のような記述がある。�

��

�　この書は，学習の指導について述べるのが目的であるが，これまでの教師用書の

ように，一つの動かすことのできない道をきめて，それを示そうとするような目的

でつくられたものではない。新しく兒童の要求と社会の要求とに應じて生まれた教

科課程をどんなふうにして生かして行くかを教師自身が自分で研究して行く手びき

として書かれたものである。（中略）この書を読まれる人々は，これが全くの試み

として作られたことを念頭におかれ，今後完全なものをつくるために，続々と意見

を寄せられて，その完成に協力されることを切に望むものである。�

��

　みられるように，文部省では各地で編成された教育課程とそこで行われていた教育実践の

ノウハウを収集し，再び全国へ発信するサービスビューローとしての役割を果たそうとする

姿勢があった。こうした背景のもと，全国各地で地域社会を基盤としたカリキュラム策定が

進められていた。たとえば，広島県本郷町を中心とする８つの町村で展開された本郷プラン

では，現実の社会が要請している課題に基づいて，生活を教育的に編成することが目指された。

それは外から整えられる制度や組織によらず，教育を下からつくりあげていくプロセスが重

視された取り組みである２２。福井雅英は，教育懇話会による住民参加のプロセスに加えて，

本郷プランの研究・実践を担った教師の活動に着目し，教育課程編成へ参加することが教師
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の自律性と専門性を高める実践であったと評価している２３。また藤岡貞彦は，教育委員会制

度が法制として外から与えられたものであったのに対し，本郷プランにはその内実を下から

つくり，真に民衆の自己統治機関として発展していく兆しがあったとする２４。こうしたボト

ムアップ型の教育行政が各地でみられたことへの指摘は，制度発足当初が，様々なかたちで

の教育自治実現の可能性を有していた時期であることを示しており，改めて，当時の地方教

育行政の実態を掘り下げる必要がある。�

　このほか長野県では，県内の各地でおこりつつあった地域カリキュラムの立案に対して，

基準と資料の提供を意図し，長野県教委は１９４９年度に，信濃教育会との共同企画で「長野県

カリキュラム実験試案」を作成している。これを県で指定した実験学校において実践的に評

価し，さらに本格的な研究調査を実施するため，１９５０年５月に「長野県学習指導要領並びに

教育課程審議会」を設置した。この審議会の会長は県教育長が務め，副会長に県教学指導課長，

委員には小学校長５名，中学校長３名，高等学校長１名，小学校教諭２名，中学校教諭２名，

高等学校教諭２名，大学教授２名，指導主事２名，管理財務課主事１名で構成されている。

そして中間報告として，１９５０年度に「長野県の一般目標－小学校の教育目標・中学校の教育

目標・高等学校の教育目標（試案）」，１９５１年度には「長野県小学校学習指導要領・第一部

（試案）」が作成され，この第一部に続くかたちで，１９５２年度には「長野県小学校学習指導

要領」が作成されている。第一部では，カリキュラム全体の骨格を示し，具体的な活動や経

験の組織方法，および学習単元の展開例が第二部で示されている。同様の構成で１９５４年度に

は，「長野県中学校学習指導要領（試案）」第一部・第二部が作成された２５。�

　ところで，社会教育の領域は，学校教育と比較して一般行政との関わりが強いとされてい

るが，社会教育主事および社会教育委員は，教育長を通じて地域の社会教育についての意見

を述べることとされ，教育委員会が学校教育と社会教育をあわせて地域の教育を掌る構造に

なっている。つまり法制度上，教育委員会が学校教育と社会教育をあわせて，地域の教育を

掌る構造になっており，その中核となったのが教育長であると位置付けられ，地方教育委員

会には，学校教育をとりまく人々の啓発をも視野に入れた地域の教育を掌ることが期待され

ていたといえる。�

　こうした教育委員会制度の構造の下，地域に根ざした教育を行うべく１９５０年代には各地で

教育計画の立案が行われた。姉崎洋一は，第一に学校教育と社会教育を切り離さず，両者の

統合と再編成の視点がみられること，第二に教育計画の主体を行政や教師に限定せず地域住

民に設定していること，第三に教育計画を狭くとらえず地域の生産，生活課題の結びつきに

おいてとらえていることの三つを地域教育社会計画として位置づけている２６。このようなカ

リキュラムや地域社会教育計画の編成作業において，地域の自主性と国家として保障すべき

領域をいかに調和させるか，専門的な知識・技術が必要とされる２７。教育の地方分権化を推

進するためには，教育行政専門職の存在と役割がより重要性を増すことになるのである。�

�

�
４　指導行政と教育行政専門職　�

　「教育委員会法」の立法過程においては，教育行政専門職に権限が集中することが警戒され，

内務省や行政調査部からは，公選の首長のもとで総合行政を行うべきだとする立場から，教

育長は不要との見解が示されていた２８。実際には，教師に対して指導と助言を与える指導主
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事と，事務局職員を監督する教育長が設置された。指導主事の職務について当時の解説書では，

教育長は教育委員会の指揮監督を受けるとされているが，その職務は受動的なものではなく，

教育長自身が賢明だと思う方針について建議することができる立場にあると説明されている。

また，教育委員には教育長の建議を考慮する義務はないが，教育委員会は，まず「立派な資

格のある教育専門家を，教育長に選任し，しかる後，教育長に対したびたび建言するように

と要求し，その建言に対して，適当に考慮するのがよい」と記されている２９。これは，教育

委員会が自主的・自律的に教育活動を構想しようとすればするほど，教育行政専門職からの

指導・助言を必要とするためである。この指導・助言という活動は，教育が不当な支配に服

することがないよう，指揮監督とはことなる非権力的な行政活動とされた。�

　ここで兼子仁は，この指導・助言は法的拘束力を有しないが，内容の専門的水準のゆえに

おのずから指導性を有する教育法独特の権限・作用であるとしている。そして指導・助言は，

教師の専門性を向上させる点において，条件整備として作用すると述べ，指導・助言を受け

る教師側の「優秀なるものへの尊敬」によって成り立つものとしている３０。さらに室井力は，

通達の法的拘束力について，通知・通達を発した行政機関と受命行政機関との間に指揮監督

関係が認められるとき，その通知・通達は法的拘束力をもつとしている。そして教育行政に

おける通知・通達は，文部大臣の都道府県または市町村に対する行政的関与が指揮監督とは

異なる関係にあるため，ほとんどが法的拘束力をもたない指導・助言文書としての性格をも

つにすぎないとしている３１。�

　１９４８年１０月からＩＦＥＬ（教育指導者講習）では，指導行政の担い手である教育長や指

導主事らの講習が行われ３２，地域の教育をリードしていく専門職の養成がスタートした。受講

者それぞれが，地域でどのような活動を展開していったかは別に検証する必要があるが，少

なくとも制度の創設期において，学校教育と社会教育の両者を包括する地方教育委員会が，

教育の地方自治実現のための中核的組織となるための準備が始められたとみることができる。

教育の地方自治を実現するためには，地域社会の実態にもとづいて教育計画を作成し，その

地域社会の生活を改善する活動へと高めていく教育行政専門職の活動，すなわち指導行政を

充実させていかなければならない。教育長や指導主事，社会教育主事には，住民や教職員と

ともに，地域全体が一体となって教育活動を創り上げていく力量と姿勢が必要とされるので

ある。こうしたＩＦＥＬ等の講習において，指導行政または教育行政専門職者の有する専門

性がどのようなものと捉えられていたかを検証することは，教育自治を実現させる専門的力

量を考える一助となろう。当初，教育行政専門職者には免許状が必要とされていたため，教

育職員免許法の立法過程の検証もあわせてみていく必要がある３３。�

�　高橋寛人は，指導主事制度の発足が従来の視学が有していた人事面における管理と教育面

における指導を分離させたことを，戦後日本の視学制度改革の最大の成果としている３４。制

度発足当初，教育職員免許法において，教育長，指導主事ら教育行政専門職には，校長も含

めて免許状が必要とされた。すなわち，教育行政専門職者には，一般行政職員とは異なる専

門性を要する職であると位置づけられていたのである。しかし高橋は，「地方教育行政の組

織及び運営に関する法律」（１９５６．６．３０，以下「地教行法」）の成立に伴う教育行政の

中央集権化と，１９５８年の学習指導要領の改訂による経験主義から系統主義への転換などによ

って，教育行政の地方分権，学校および教師の自主性・自律性の尊重を前提とする教育行政

専門職の免許・資格制度の存立基盤はほとんど失われたと指摘する３５。「地教行法」の成立
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による制度の転換は，別に検討を要するが，高橋は近年の教育行政の地方分権化，学校の自

主性の増大，学級編制基準の弾力化等のうごきは，教育行政専門職の専門性の必要度を増す

ものだとしている。加えて，首長との連携や議会との折衝などの政治的力量が以前にもまし

て重要であり，教育長には教育の専門性と行政の専門性の二つを必要とすると述べている。

そして，教育行政専門家を養成する機会が設けられるべきだと主張する３６。今後，教育行政

専門職にどのような力量が要請され，これを養成するべきかが課題となる。これに関して河

野和清は，質問紙調査やインタビュー調査を通じて，教育長の職務活動の実態や特質，求め

られる資質能力等について整理している。そして，教育長には政治的交渉能力が強く求めら

れること，明確な教育ビジョンをもつことが必要とされることを指摘し，また調査から，教

育長としての職務遂行に校長としての勤務経験が役立つと肯定的に評価されていること，教

育長就任前に，事務局職員としての経験を積んでおくことが望ましいことなど，教育長のキ

ャリア形成の実態を明らかにしており，これらは実際に現場で求められる教育行政専門職の

資質能力を検討する上で重要な指摘である３７。�

　教育行政専門職の果たす役割が注目される一方で，岡村達雄は，指導・助言が強制に至ら

ない制度上の保障措置，すなわち強制力を有する違法な指導・助言が行われた場合，その指

導を受けた側から，不当な行政行為への是正要求をする機会と権限がないため，指導という

名を使用すれば支配が正当化されることを指摘している３８。指導・助言について，１９９９年の

地教行法の改正により「文部大臣は都道府県又は市町村に対し，都道府県は市町村に対し」

て「行うものとする」という規定が「行うことができる」とされた。また，逆に必要があれば，

市町村から文部大臣又は都道府県に，都道府県から文部大臣に指導等を求めることができる

規定が追加された。これに加えて，岡村が指摘するような指導行政の違法性，不当性をチェ

ックするためのルートを確立することが，今後必要とされる。�

　小出達夫は戦後の教育行政が，建前上は地方事務とされているが，実質は国・地方の共同

事務とし，そのうち国が企画事務を，地方が実施事務を担当するやり方をとってきたことを

指摘している。行政組織法上は分権化が否定されていないため，文部行政の集権化の事実が

隠蔽され免罪されてきたとし，この特質は，教育委員会法制定当時において基本形態が形成

されていたとする３９。「教育委員会法」に定められている具体的な事務配分及び国と地方，

都道府県と市町村の監督関係が，戦後教育改革の理念とは切り離して，実際にどのように作

用するのか，また作用してきたのかを，当時の教育行政の実態に即して可能な限り正確に捉

える必要がある。�

　さらに荻原克男は，戦後教育改革期において分権化構想のもとに生み出された教育行政機

構が，実際には「指導助言」という非権力的行政手段を通じて，タテワリ行政の構造をもっ

て成立したとみている。法組織上，地方分権的性格を有した構造になっているにもかかわらず，

指導助言という非権力的な行政手段により，現実の行政執行の過程で文部省の国家関与の範

囲を限定できずに終わったため，実質上の中央統制・規格づけを可能とするシステムが発足

することとなったとする。そして，こうした構造を構築する意図は早い段階から文部省にあ

って，別の発想（地方分権）から出された教育委員会構想の中に息づいており，このことから，

占領期とその終了後には連続性が認められるとしている。また荻原は，勤務評定実施の組織

過程を分析するなかで，校長個々人へ寄せられる圧力が，みずからを集団化・組織化させる

方向へと向かわせ，これを契機に日教組の校長主導型組合からの脱皮と，学校管理者として
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の校長の明確化をもたらしたことを明らかにしている。校長会のような任意団体の動向も，

地方教育行政には大きな影響を与えるものであり，これらを通じた指導行政のあり方が問わ

れよう。�

　新藤宗幸は，教育委員会は行政委員会として首長部局から独立した形をとっており，首長

や議会からの直接的な政治的関与が及ばないが，予算や人事に関する権限をもっていないた

めに独自の政策や活動に取り組めていないとする。そのぶん，文部科学省－都道府県教育委

員会－市町村教育委員会というタテワリ行政による弊害，すなわち上意下達的な教育行政の

末端機関として，自治体の総合行政を損なう存在となっている。また，教頭や校長昇任試験

の受験に校長の推薦を要件とするときの，学校管理規則や上級機関の指導への「忠誠度」が

評価基準とされることを挙げ，６０年代以降の学校現場が階層構造を強めてきており，文部省

方針の履行が指導主事らの指導により，教育委員会－学校長－教頭－各種主任－教員という

タテ系列を通じて浸透していくとしている４０。新藤はこれを「閉鎖的なプロフェッションの

連鎖」とよび，教育委員会制度を廃止して，選挙で選ばれた首長のもとの政治統制に任せる

べきだとする４１。しかし，教育自治は，首長を中心とする新たな政治的統制の下に教育行政

部局を置くことによって担保されるのだろうか。不当な支配に対抗するための根拠として，

地域の教育に携わる教職員や教育行政専門職には，地域代表制を強化する保護者・地域住民

の参加と協働による独自の教育公論形成の場が設けられるべきであろう。�

�

�
５　住民参加と教育委員会制度　�

　であるならば，次に論じられるべきは，教育行政専門職を中心とした教育行政プロセスの

あり方である。つまり，教育行政専門職の活動を支えるために，保護者や地域住民に加え，

実際の教育活動の実践家たる教職員が，どのようなプロセスで教育行政の運営に関与するか

である。そして，教育自治をかたちだけのものとしないためには，保護者や地域住民からの

教育統治のルート確立と教育行政専門職の専門性を担保しつつ，指導・助言のプロセスを整

えることが重要となる。�

　保護者や地域住民にたいしては，開かれた教育行政が求められる。なぜなら，保護者や地

域住民は，その地域の教育に直接責任をもつものであり，教育を統治する主体であるためで

ある。教育自治を高めるためには，この教育統治の主体が教育行政専門職をコントロールす

るルートを確立する必要がある。ただしこれは，教育行政を首長部局に移管することと同義

ではない。教育行政の執行に高度な専門性が求められる以上，教育行政の民主化及び地方分

権化を高めるためには，むしろ逆に，一般行政から独立した組織による教育行政の執行にこ

そ正統性をあたえる道筋が考えられなければならない。教育行政の機能を活性化させるため

には，教育人権を保障するために発揮される専門性を有した教育行政専門職の，自主性を有

した活動を必要とするためである。あわせて，教育行政専門職が不当な支配に服しないため

には，教育現場の最前線たる学校または教職員からの要望を土台とした地域の教育ニーズを

拠り所とすることが必要となろう。また，学校および教職員側には，より充実した教育実践

の創出に努めるために，積極的に指導行政を活用することが求められる。�

　ここで，開かれた学校づくりを推進してきた高知県では，１９９７年に学校・家庭・地域の連

携を担当する職員として，地域教育指導主事が設置されたことが注目される４２。この新しい
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職務については，地域の課題を明らかにすること，開かれた学校づくりを推進すること，学

校に軸足を置きながら学校・家庭・地域社会のコーディネーターを務めることが目指された。

また同年，京都市教育委員会に「地域教育専門主事室」が設置され，学校と地域が連携し，

一体となって子どもを育てるための専門職員が配置されている４３。このように，教育におい

て住民自治を高めるために，保護者や地域住民を教育活動に巻き込む専門職員の存在が必要

とされたことは，教育自治を考察する枠組みを設定する上で，重要な示唆を含むものである。

また小川正人は，埼玉県鶴ヶ島市における教育審議会の活動について，市民の参加と協働に

よる地域調査と対話に基づき，「教育大綱　鶴ヶ島らしさのある教育の創造にむけて」（２００

５）がまとめられたことを取り上げている。そして，現行の教育委員会制度が，執行機関と

して日常の政策決定事項の審議に時間をとられるため，地域の教育課題の把握や政策づくり

が困難であり，鶴ヶ島のような審議会の設置を，教育委員会の不備を是正・補完するための

工夫として位置づけている。あわせて，鶴ヶ島の教育委員会事務局に「鶴ヶ島市教育委員会

社会教育部門における専門的職員に関する規定」が設けられていることを指摘し，教育行政

の専門性確保への配慮がなされていることについて，教育委員会を首長部局へ移管しようと

する動きと対照をなすものとしている４４。小川は教育委員会制度が形骸化してきたことや課

題について，市区町村教育委員会が独自の教育政策や教育改革を試みることを不可能として

きた教育行財政システムや政治環境の存在を挙げ，これらを改善することで，市区町村教育

委員会には新たな役割が期待できると述べている４５。とくに教育財政については，少人数学

級の導入や教員加配など，地域の教育運営に大きく影響するものであり，また，予算配分の

方法如何によっては，中央からの統制を強化するものともなるため，教育自治を考えるうえ

で重要な論点である４６。�

�　以上，教育委員会制度がいかなる原理で構築されているかを，先行研究をてがかりに整理

してきた。これらから言えることは，教育の地方分権化を目指した改革，教育行政の民主化・

教育の自主性確保・教育の地方分権という，いわゆる戦後教育改革の三原則は，教育自治を

実現させる大きな可能性を有していながら，未完成のまま現在に至っている点である。教育

の国家による統制と地方における教育自治がぶつかりあう教育委員会制度を軸にして，教育

制度全体の枠組みを再構築する作業を抜きにしては，教育基本法（２００６）をはじめとする関

連各法の改正は重大な制度的欠陥を生じる虞がある。早急に，占領期の教育改革が目指した

ものと，改革し得たもの，し得なかったもの，さらには改革を阻害したものの検証と評価が

求められる。こうした制度構造が必要とされたのは，憲法にいう教育を受ける権利を保障す

るためにほかならない。それは教育に関して，国家として保障すべき領域，地域の自主性を

要する領域，また，教師の教育の自由，学習者の学習権等の諸原理を調和させ，一般行政か

ら一定の独立性を有し，教育活動を組み立てていくためには，高度な教育行政に特有の専門

的力量を必要とするためである。地域の中で教育をデザインし，充実させていこうとするとき，

教育行政専門職による指導行政のあり方が大きな影響をあたえる。さらにいえば，充実した

教育自治の実現を可能とするのは，教育行政専門職の働きにかかっているといってよい。教

育長や指導主事，社会教育主事には，専門職として教育科学を探究し，住民や教職員とともに，

地域全体が一体となって教育活動を創り上げていく力量と姿勢が必要とされるのである。地

域における教育行政専門職の役割を教育自治概念に位置づけて図示すると，さしあたり，次

図のようになろう。�
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　教育行政に必要とされる専門性は，高度であるがゆえに，新藤が指摘するような他者の加

入を拒む「精神的権威」となってしまう虞は多分にあり４７，指導行政のあり方は十分に議論さ

れなければならないが，教育自治を高めるものとして指導行政をとらえることが，教育委員

会制度の可能性を論じるうえで必要な視点であると考えられるのである。�

図１　教育行政専門職を位置づけた地域における教育自治概念図�
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